
₂
₀
₂
₃
年
４
月
か
ら
、戦
略
的
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
創
造
プ
ロ
グ
ラ
ム（
Ｓ
Ｉ
Ｐ：Cross-m

inisterial
Strategic

Innovation
P
rom

otion
Program

）の
第
₃
期
を
無
事
ス
タ
ー
ト
す
る
こ

と
が
で
き
た
。
私
は
Ｓ
Ｉ
Ｐ
第
₃
期
の
設
計
を
担

っ
た
。
Ｓ
Ｉ
Ｐ
は
23
年
度
で
創
設
か
ら
10
年
目
を

迎
え
て
い
る
が
、
創
設
当
初
と
現
在
で
は
研
究
開

発
を
取
り
巻
く
社
会
情
勢
が
大
き
く
変
化
し
て
い

る
。
近
年
、
国
際
的
に
気
候
変
動
対
策
や
経
済
安

全
保
障
に
向
け
た
研
究
開
発
投
資
が
拡
大
し
て
お

り
、
国
内
で
も
大
規
模
な
基
金
事
業
が
相
次
い
で

創
設
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
デ
ジ
タ
ル
化
の
進
展

に
よ
り
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
サ
イ
ク
ル
が
早
ま
っ

て
お
り
、
ア
ジ
ャ
イ
ル
な
開
発
・
実
装
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。
そ
う
し
た
中
で
Ｓ
Ｉ
Ｐ
は
そ
の
存
在

意
義
が
問
わ
れ
て
い
た
と
こ
ろ
、
こ
れ
ま
で
の
Ｓ

Ｉ
Ｐ
を
振
り
返
っ
た
う
え
で
そ
の
位
置
付
け
を
見

直
し
、
社
会
実
装
に
向
け
た
仕
組
み
を
大
幅
に
強

化
し
た
の
で
紹
介
す
る
。
検
討
に
あ
た
っ
て
は
、

経
団
連
会
員
企
業
を
は
じ
め
、
産
学
官
の
多
く
の

関
係
の
皆
さ
ま
の
ご
支
援
・
ご
協
力
を
い
た
だ
い

た
。
こ
の
場
を
借
り
て
感
謝
申
し
上
げ
た
い
。

Ｓ
Ｉ
Ｐ
の
こ
れ
ま
で
の
成
果
と
課
題

Ｓ
Ｉ
Ｐ
は
総
合
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

会
議（
Ｃ
Ｓ
Ｔ
Ｉ
）の
司
令
塔
機
能
の
強
化
を
目
的

と
し
て
、
₂
₀
₁
４
年
度
に
内
閣
府
に
創
設
さ
れ

た
研
究
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
る
。
Ｓ
Ｉ
Ｐ
以
前

は
、
基
礎
研
究
は
文
部
科
学
省
、
実
用
化
・
事
業

化
研
究
は
経
済
産
業
省
、
制
度
整
備
は
制
度
所
管

省
庁
と
、
各
省
庁
が
そ
れ
ぞ
れ
の
所
掌
か
ら
研
究

開
発
に
取
り
組
ん
で
い
た
と
こ
ろ
、
Ｓ
Ｉ
Ｐ
で
は

植
うえき
木健

けんじ
司

新エネルギー・産業技術
総合開発機構（NEDO）
技術戦略研究センター
（TSC）次長
前内閣府科学技術・イノ
ベーション推進事務局参
事官

戦略的イノベーション
創造プログラム（SIP）
第３期の開始にあたって

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
加
速
す
べ
く
、
Ｃ
Ｓ
Ｔ
Ｉ
の

司
令
塔
機
能
を
活
か
し
、
省
庁
連
携
に
よ
り
基
礎

研
究
か
ら
社
会
実
装
ま
で
革
新
技
術
の
研
究
開
発

を
一
気
通
貫
で
推
進
す
る
こ
と
と
し
た
。

こ
れ
ま
で
第
₁
期（
₂
₀
₁
４
～
₂
₀
₁
₈
年

度
）、第
₂
期（
₂
₀
₁
₈
～
₂
₀
₂
₂
年
度
）を
実

施
し
て
き
た
が
、
各
研
究
課
題
に
お
い
て
革
新
的

な
成
果
が
得
ら
れ
、
そ
の
社
会
実
装
が
進
ん
で
き

て
い
る
。例
え
ば
、石
炭
火
力
発
電
所
で
の
Ｃ
Ｏ
₂

削
減
へ
の
貢
献
が
期
待
さ
れ
る
ア
ン
モ
ニ
ア
燃
焼

技
術
や
、
23
年
度
か
ら
レ
ベ
ル
４
が
制
度
化
さ
れ

た
自
動
運
転
の
基
盤
と
な
る
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
マ
ッ

プ
な
ど
は
、Ｓ
Ｉ
Ｐ
で
生
み
出
さ
れ
た
成
果
で
あ
る
。

一
方
、
優
れ
た
技
術
を
開
発
し
て
も
、
直
ち
に

は
社
会
実
装
に
つ
な
が
ら
な
い
ケ
ー
ス
も
見
ら
れ

る
。
社
会
実
装
に
至
る
ま
で
は
、
Ｓ
Ｉ
Ｐ
で
の
研

究
成
果
を
活
か
し
つ
つ
、
民
間
企
業
が
製
品
・
サ

ー
ビ
ス
と
し
て
の
展
開
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る

が
、市
場
、規
制
、社
会
的
受
容
性
、人
材
な
ど
の
壁

が
存
在
す
る
こ
と
が
あ
る
。
特
に
Ｓ
Ｉ
Ｐ
で
開
発

す
る
よ
う
な
革
新
技
術
は
、
既
存
の
市
場
が
存
在

せ
ず
、
市
場
創
出
か
ら
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
た

め
、
一
企
業
の
取
り
組
み
で
は
ハ
ー
ド
ル
が
高
い
。

Ｓ
Ｉ
Ｐ
第
３
期
で
の
社
会
実
装
に

向
け
た
仕
組
み

こ
の
た
め
Ｓ
Ｉ
Ｐ
第
₃
期
で
は
、
社
会
実
装
を

見
据
え
て
、
技
術
開
発
と
と
も
に
関
係
省
庁
や
産

業
界
と
連
携
し
つ
つ
、事
業
モ
デ
ル
の
構
築
、制
度
・

ル
ー
ル
の
整
備
、社
会
的
受
容
性
の
醸
成
、人
材
の

育
成
・
確
保
な
ど
の
取
り
組
み
を
併
せ
て
推
進
す

る
こ
と
と
し
た
。
具
体
的
に
は
、
研
究
開
発
計
画

722023・9



図表１ SIP第３期の14の研究課題
一人ひとりの多様な幸せ (well-being) が実現できる社会

【科技イノベ基本計画第1章3.（1）②】

国民の安全と安心を確保する持続可能で強靭な社会
【科技イノベ基本計画第1章3.（1）①】

健康寿命が延伸している社会

統合型ヘル
スケア

システムの
構築

データ

デー
タ

データ

データ

デー
タ

データデータ

データ
サーキ

ュラー

エコノ
ミーシ

ステム

の構築

豊か
な食
が

提供
され
る持
続可
能

フー
ドチ
ェー
ンの
構築

人協
調型
ロボ
ティ
クス

の拡
大に
向け
た基
盤技
術・

ルー
ルの
整備

スマ
ート
エネ
ルギ
ー

マネ
ジメ
ント
シス
テム

の構
築

ポストコロナ時代の

学び方・働き方を実現する

プラットフォームの構築
バーチャルエコノミー

拡大に向けた基盤技術・

ルールの整備

スマートインフラ

マネジメントシステム
の構築

包摂的コミュニティプラットフォームの構築

スマート防災ネットワーク
の構築

多様な社会参画が実現している社会
（包摂性を持った社会）

個々に応じた教育、
働く機会のある社会

豊かな食が持続的に
提供されている社会

効率的なインフラマネ
ジメントが進んだ社会

レジリエントで安全安心な社会 循環型の社会

カーボンニュートラルを実現
した社会（2050年目標）

持
統
可
能
な
都
市
や
地
域

総
合
的
な
安
全
保
障
の
実
現

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
の
構
築

スマ
ート
アイ

ラン
ド
の
構
築

スマートコミュニティの構築

スマート
モビリティ

プラットフォーム
の構築

先進的量子技術基盤の
社会課題への応用促進

量子

AI・データ・IoTバイオ マテリアル

マテリアル事業化
イノベーション・育成エコシステム

の構築

海洋
安全保障

プラットフォーム
の構築

データデータ

図表２ 社会実装に向けた五つの視点からの取り組み
従来のプロジェクト

SIP第３期

社会実装 例：無人自動運転サービスの実現

技術
例：自動運転技術開発

技術
例：自動運転技術開発

制度
例：関連法令整備

事業
例：事業モデル構築

社会的受容性
例：地域関係者の協力

人材
例：遠隔監視者育成

社会実装 例：無人自動運転サービスの実現

社会実装に向けて技術開発以外の取り組みが進められていない

技術はできても、社会実装につながらないことも

が
、
こ
の
考
え
方
を
応
用
し
、BRL

（Business
Readiness

Level

）、G
R
L

（Governance
Readiness

Level

）、SRL

（SocialReadiness
Level

）、H
RL

（Hum
an
resources

Readiness
Level

）とT
RL

の
五
つ
の
成
熟
度
レ
ベ
ル（
Ｘ
Ｒ

Ｌ
）を
整
備
し
、Ｘ
Ｒ
Ｌ
を
用
い
て
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

を
作
成
す
る
こ
と
と
し
た
。Ｘ
Ｒ
Ｌ
は
Ｓ
Ｉ
Ｐ
の

研
究
開
発
テ
ー
マ
の
み
な
ら
ず
、Ｓ
Ｉ
Ｐ
を
取
り

巻
く
関
係
省
庁
や
産
業
界
の
取
り
組
み
状
況
を
把

握
し
、相
互
に
連
携
し
な
が
ら
、社
会
実
装
に
向
け

た
取
り
組
み
を
進
め
る
た
め
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ

ョ
ン
ツ
ー
ル
と
し
て
活
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

Ｓ
Ｉ
Ｐ
第
３
期
の
進
捗
状
況

22
年
度
に
、
各
研
究
課
題
の
候
補
に
つ
い
て
フ

ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
ス
タ
デ
ィ（
Ｆ
Ｓ
）を
実
施
し
、

社
会
実
装
に
向
け
た
戦
略
や
研
究
開
発
テ
ー
マ
の

具
体
化
に
取
り
組
ん
で
き
た
。
事
前
評
価
の
結
果
、

14
の
研
究
課
題
が
決
定
さ
れ
、
23
年
４
月
に
は
そ

れ
ら
の
運
営
を
担
う
プ
ロ
グ
ラ
ム
デ
ィ
レ
ク
タ
ー

（
Ｐ
Ｄ
）が
任
命
さ
れ
た
。Ｐ
Ｄ
は
、社
会
実
装
に
向

け
た
戦
略
に
基
づ
き
、
Ｓ
Ｉ
Ｐ
の
研
究
開
発
テ
ー

マ
に
と
ど
ま
ら
ず
、
関
係
省
庁
や
産
業
界
と
連
携

し
、
社
会
実
装
に
向
け
た
取
り
組
み
を
推
進
す
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
従
来
以
上
に
重
要
性

が
高
ま
っ
て
い
る
。
Ｐ
Ｄ
を
支
え
る
体
制
の
強
化

が
必
要
と
な
っ
て
お
り
、
研
究
推
進
法
人（
研
究

開
発
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
担
う
国
立
研
究
開
発
法
人

等
）へ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
ャ
ー（
Ｐ
Ｍ
）の

設
置
な
ど
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
チ
ー
ム
の
整
備
や
、
課

題
横
断
的
に
伴
走
型
で
助
言
や
支
援
を
行
う
プ
ロ

グ
ラ
ム
統
括
チ
ー
ム
の
設
置
な
ど
を
進
め
て
き
た
。

現
在
、
各
研
究
課
題
で
研
究
開
発
テ
ー
マ
の
実
施

の
策
定
に
あ
た
っ
て
、
技
術
、
事
業
、
制
度
、
社

会
的
受
容
性
、
人
材
の
五
つ
の
視
点
か
ら
社
会
実

装
に
向
け
た
戦
略
を
作
成
し
、
そ
れ
に
基
づ
き
Ｓ

Ｉ
Ｐ
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
研
究
開
発
テ
ー
マ
を

抽
出
す
る
こ
と
と
し
た
。
社
会
実
装
に
向
け
た
戦

略
で
は
、T

R
L

（T
echnology

Readiness
Level

）は
一
般
に
用
い
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る

者
の
公
募
な
ど
を
進
め
て
お

り
、
研
究
開
発
の
体
制
や
内

容
が
具
体
化
し
て
き
て
い
る
。

今
後
、
Ｘ
Ｒ
Ｌ
を
用
い
て
Ｐ

Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
回
し
、

国
内
外
の
研
究
開
発
の
動
向

や
社
会
情
勢
の
変
化
に
応
じ

て
ア
ジ
ャ
イ
ル
に
見
直
し
な

が
ら
、
社
会
実
装
に
向
け
て

研
究
開
発
を
進
め
て
い
く
予

定
で
あ
る
。
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